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 戦後 40 年余を経た今日もなお、我が国固有の領土である歯舞、色丹及び国後、択捉

等の北方領土問題が依然として未解決であり、平和条約が締結されていないため、日ソ

両国間の基本関係が未だ真の正常化を見るに至ってないことは、誠に遺憾なことである。

更に北方領土においては、依然としてソ連軍が配備されている。  

 

 先般の日ソ外相間定期協議及び今般の平和条約作業グループにおいて、北方領土問題

について歴史的事実関係にさかのぼって率直かつ有益な話合いが行われた。かかる話合

いをふまえ、政府は、北方領土問題を解決して平和条約を締結するとの我が国の基本方

針に基づいて、ソ連政府との間において今後更に、積極的な話合いを継続し、両国外務

大臣間の会談を通じて準備作業が進められることとなったゴルバチョフ書記長の訪日

による両国最高首脳間の直接対話の実現を含め、ソ連邦との間の政治対話の強化、拡大

に最善を尽くすべきである。  

 

 北方領土の返還実現は、日本全国民の長年の悲願である。かかる国民の総意と心情に

応えるため、政府は、北方領土におけるソ連の軍事的措置の撤回を求めるとともに、北

方領土の返還を実現して、平和条約を締結し、日ソ間の真に安定的な平和友好関係を確

立するよう全力を傾注すべきである。  

 

 右決議する。 


